
 

坂部達夫税理士事務所／㈱アサヒ・ビジネスセンター    Tel 03-3829-5061 Fax 03-3829-5062 

 

 
今月のトピックス 「トリクルダウン効果は疑問あり」 
 

国企業倒産が大幅に減少しています。２０

１５年度こそまだ終了していませんが、１

２年度＝１万１７１９件、１３年度＝１万５３６

件、１４年度＝９５４３件、１５年度は１月まで

で７２１５件（東京商工リサーチ調べ）。順調に

企業倒産が減少していることから、安倍首相は

「アベノミクスの成果」だと胸を張りたいところ

でしょうが、企業倒産件数だけで景気の回復など

を論じるのはいささか危険だと言わざるを得ま

せん。なぜなら中小零細企業は、倒産に至る前に、

後継者不足、企業業績の低迷などを理由として、

大きな損失が発生する前に廃業、解散、休業とい

う手段をとるからです。 

 

中小零細企業の廃業、解散、休業などのデータが表に出てくることはほとんどありませんが、倒産件数

のデータを公表している東京商工リサーチによれば、２０１５年の同件数は２万６６９９件にものぼるそ

うです。年度と暦年という期間の区切り方に違いはあるものの、その差は直近では３倍以上も乖離してい

るのです。しかも、廃業、解散、休業の件数は、リーマンショックの翌年の２００９年から７年連続して

２万５０００件を超えているのです。倒産件数を加えれば、７年連続３万５０００件を超えていることか

ら、安倍首相が声高に言っている「トリクルダウン効果」がほとんど現れていないと言えそうです。トリ

クルダウン効果とは「富める者が富めば、貧しい者にも自然に富が滴り落ちる」とする経済理論（経済思

想）です。転じて、大企業が儲かればその儲けが中小零細企業にも滴り落ちて景気回復の恩恵が皆に回る

という考え方です。 

 

企業倒産件数だけを見れば、トリクルダウン効果があった（ある）ようにも見受けられますが、廃業、

解散、休業件数にも目を向ければとてもその効果があったようには見えません。倒産件数のデータが誤っ

ているのではなく、統計データは全体の一部分を今回は表しているに過ぎないということなのです。言い

換えれば、公表されている統計データだけで状況判断をしてしまうと、今回の場合は景気回復の判断を見

誤ってしまうことになります。暦年の統計データになるものの、２０１５年の全国倒産件数は２５年振り

の９０００件割れでした。その数字（報道）だけを見て、皆さんはどれだけ景気が良くなっていると実感

したでしょうか。 
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